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１. 福島第一原子力発電所での事故
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出典：保安院資料（参考文献(2)）より転載

 全13台の非常用DGの内、生き残ったのは1台で、それは空冷であった。

3月11日時点でのプラントの状態

原子炉圧力容器最大圧力

格納容器型式

電気出力（MWs）

原子炉圧力容器最大温度

格納容器最大圧力

格納容器最大温度

商用運転開始

非常用ディーゼル発電機

送電線

3月11日時点でのプラン
トの状態

1号機 2号機 3号機 4号機 5号機 6号機

BWR-3 BWR-4 BWR-4 BWR-4 BWR-4 BWR-5

Mark-1 Mark-1 Mark-1 Mark-1 Mark-1 Mark-2

460 784 784 784 784 1100

8.24MPa 8.24MPa 8.24MPa 8.24MPa 8.62MPa 8.62MPa

300℃ 300℃300℃ 300℃ 302℃ 302℃

0.43MPa 0.38MPa0.38MPa 0.38MPa 0.38MPa 0.28MPa

140℃ 140℃140℃ 140℃ 138℃
171℃(D/W)
105℃(S/C)

1971, 3 1974, 7 1976, 3 1978, 10 1978, 4 1979, 10

2 2 2 2 2 3*

275kV×4 500kV×2

運転中 運転中 運転中
燃料交換
停止

燃料交換
停止

燃料交換
停止

＊: 1台の非常用DGは空冷

福島第一原子力発電所の概要
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 2011年3月11日に発生した地震により、運転中であった1～3号機は
14:46～47にスクラム（地震加速度「大」のため）。

 地震により外部電源喪失。全号機において非常用ディーゼル発電機(DG)

が正常に自動起動。（定期検査で点検中の４号機を除く）

 1号機では、非常用復水器(IC)が自動起動。
IC：圧力容器から導き出された蒸気を冷却凝縮し水にして再び圧力容器に重力で戻す非

常用の冷却装置。

 2, 3号機では、隔離時冷却系(RCIC、タービン駆動)を地震後手動で起動して
原子炉水位を維持。

RCIC：復水貯蔵タンクまたは圧力抑制プールの水を原子炉圧力容器に注入し、炉心の冷

却および原子炉水位の維持を行う。電源喪失に備え、原子炉で発生する蒸気でター
ビンを回し、ポンプを駆動させて給水する仕組み。

 津波到達（第1波:15:27頃、第2波:15:35頃）

 1～4号機：非常用DGも機能喪失し、全交流電源喪失に至った。

 5, 6号機：6号機の1台の非常用DG（空冷）が被害を免れたので、原子炉は冷
温停止に至り、それぞれの使用済燃料プールの冷却も維持できた。

福島第一での地震発生から津波到達まで

出典：「東京電力からの福島第一原子力発電所内外の電気設備に係る被害原因等の報告に対する評価結果について」、
平成23年5月24日、原子力安全・保安院、を参照
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福島第一：地震により1～6号機で外部電源を喪失

地震による外部電源の喪失

 外部電源7回線のうち6回線が接続されていた（1回線は工事中）
 1, 2号機（3回線）：地震による超高圧開閉所（サイト内）の遮断器が損傷、1回線

はケーブル損傷
 3, 4号機（１回線）：新福島変電所側の遮断器（サイト外）が損傷
 5, 6号機（2回線）：送電鉄塔1本（夜の森線

#27鉄塔）が、地震動により隣接地で発生
した大規模な盛土が崩壊したことにより倒壊。

福島第二：外部電源4回線のうち、 1回
線が津波被災後も生き残った。これに
より1～4号機へ電源供給を継続。

出典：日本国政府報告書（参考
文献(1)） 1回線は送電停止中

 2回線は変電所側機器の地震による故障
のため送電停止

出典：日本国政府報告書、保安院資料から転載、または参照

500kV 双葉線

６６kV 夜の森線
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 隔離時冷却系(RCIC：タービン駆動)等の制御電源、非常用DGの初期励磁、中
央制御室のパネル、各種計器等へ供給

 福島第一： 1, 2, 4号機で直流主母線盤等が被水。
 3号機では直流母線の被水を免れた。バックアップ用の蓄電池により比較
的長時間、RCIC弁や記録計等に供給。

 2号機では2系統とも被水。ただし、長時間RCICが作動していた理由は不
明。

 福島第二： 1～4号機の全てで利用できた。

津波による125V直流(DC)電源の被害

出典：東電資料を参照

 福島第一（全12系統）では、屋外に設置されており（高さ5.6～6m）、全号機で
冠水して機能を喪失した。

 福島第二（全8系統）では、海水熱交換器建家内に設置されており（高さ6m）、
3号機では1系統が冠水を免れ、機能を確保。他の号機では冠水して機能を
喪失。

津波による補機冷却用海水ポンプ（最終除熱源）の被害
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全電源喪失
注水機能喪失

燃料損傷進行

圧力容器
破損進行

格納容器破損進行

電源喪失

非常用注水開始

海水注入19:04～

20:07～ 2:45

21:51頃～

14:30

底部破損か

機能低下 注水停止 代替注水（不十分）

格納容器破損進行

格納容器

圧力急減

9:00頃～ 12:30 19:57

18:22ごろ

～21:18

13:45～

圧力容器破損

水素爆発

水素爆発

注水量低下 手動停止

電源喪失

非常用注水開始

20:36～ 2:42～

11:01

6:30～ 21:35

炉心損傷進行

圧力容器破損進行 格納容器
破損進行

12日 13日 14日 15日

1

号
機

2

号
機

3

号
機

4

3月11日

地

震

発

生

津

波

発

生

福島原発各号機の事故進展状況

6:00ごろ

5:00

6:00ごろ

水素爆発

格納容器ベント

炉心損傷進展
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予想される福島第一原子力発電所内の状況

東電報告書（2015年12月17日付）より

2号機1号機 3号機

多くの燃料が溶融した可能性が高いが、
事故の進展の度合いは１～３号機により異なる。
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２. 事故の教訓



10事故の教訓について (1/3)
AM策の整備

 「アクシデントマネジメント(AM)」とは、シビアアクシデントに至るおそれのある

事態が発生しても、それが拡大することを防止し、万が一シビアアクシデント

に拡大した場合にも、その影響を緩和するための対策である。

 1992年、原子力安全委員会は「発電用軽水型原子炉施設におけるシビアア

クシデント対策としてのアクシデントマネージメントについて」を決定。原子炉

施設のリスクは十分に低く抑えられているとし、AM整備はこの低いリスクを

一層低減するものとして位置付けた。

 その後、AM整備が全ての原子炉施設において実施されるまでにのべ10 年を

費やし、その基本的内容は1994年時点における内的事象についての確率論

的安全評価(PSA)によって摘出された対策にとどまり、見直されることがな

かった。

 今後は「シビアアクシデントの発生防止、影響緩和」に対しても、規制上の

要求や確認対象の範囲を拡大する。(2011年10月、原子力安全委員会決定)

 「シビアアクシデント評価手法及びAMの高度化」

 「シビアアクシデントを想定した緊急時への準備の充実」が重要



11深層防護： 3層から5層へ

✓ 第1層 ： 異常の発生を防止

✓ 第2層 ： 異常の発生を仮定し、事故への拡大を防止

✓ 第3層 ： 事故(設計基準事故)の発生を仮定し、放射性物質の
放出を防止(設計基準内への事故の制御)

✓ 第4層 ： 事故の拡大を仮定し、シビアアクシデントへの進展を
防止するとともに影響を緩和(放射性物質放出を抑制)

✓ 第5層 ： 放射性物質の放出を仮定し、サイト外の緊急時対応
により放射線影響を緩和

「深層防護」とは、

 多層の対策を用意すること、

 それぞれの層の対策を考えるとき、
他の層で対策が採られることを忘れ、
当該の層だけで目的を達成するとの
考え方(前段否定、後段否定)

異常
発生防止

DBA対策

拡大防止

SA対策

防災対策
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 IAEA基本安全原則(SF-1): 「合理的に達成できる安全の最高

水準が達成されるよう手段が講じられなければならない」

 米国では外的事象に対する個別プラント評価(IPEEE)に基づき、

低コストで改善が可能なプラント固有の脆弱性を確認し、全交流

電源喪失(SBO)対策としてガスタービン発電機を追加設置する

など、安全向上策が採られてきた。

 西欧規制者協議会(WENRA)声明(2005年):

「我々は継続的改善(Continuous Improvement)を誓約する」

 原子力安全委員会決定(2011年10月): 「規制要求の範囲に

とどまらず、合理的に実行可能な全ての努力を行うべき」

「個々のプラントの実力を測る技術の整備」が重要。

基準等の見直しは、すでに許可を受けた施設にもバックフィット

事故の教訓について (2/3) 
継続的改善
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 津波に限らず、低頻度高影響の外的事象(地震、津波、火災、

爆発等)について検討する必要がある。欧米では既に、河川

上流のダムの決壊や極端な悪天候(極低温、巨大台風、竜巻)

などの他、人為的外的事象も視野に入れた検討を開始。

 AMの導入・評価ではPSAが使われたが内的事象のみが対象。

このため、外部電源の復旧可能性が高く評価され、電源車や

仮設蓄電池の確保等の対策が採られなかったものと考えられる。

外的事象を考慮すれば安全重要機器の共通要因故障の可能性

は高くなり、外部電源の復旧可能性も低くなる。

 「低頻度高影響の外的事象への対応」が重要。

事故の教訓について (3/3) 
低頻度高影響事象
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 原子力規制委員会の特徴

• 独立性の確保：原子力利用の「推進」と「規制」を分離し、専門的

な知見に基づき中立公正な立場から独立して原子力安全規制

に関する職務を担う。

• 原子力規制組織の一元化：原子力安全規制、核セキュリティ、

核不拡散のための保障措置、放射線モニタリング、放射性同位

元素等の規制を一元化。

• 事務局として原子力規制庁を持つ。

原子力規制委員会と新基準

 新安全基準

• 深層防護の考え方の徹底

• 安全確保の基礎となる信頼性の強化

• 自然現象等による共通原因故障に係わる想定とそれに対する

防護対策を大幅に引き上げ

• シビアアクシデント対策、テロ対策も強化。
H25.2 原子力産業協会主催シンポジウム
原子力規制委員会原子力規制庁資料より
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新基準の全体像

H25.2 原子力産業協会主催シンポジウム
原子力規制委員会原子力規制庁資料より

＜従来の安全基準＞ ＜新安全基準＞

炉心損傷に至らない状態を想定した
設計上の基準（設計基準）

（単一の機器の故障のみを想定等）

（シ
ビ
ア
ア
ク
シ
デ
ン
ト
対
策
）

新
設

強
化

強
化

自然現象に対する考慮

火災に対する考慮

信頼性に対する考慮

電源の信頼性

冷却設備の性能

その他の設備の性能

耐震・耐津波性能

自然現象に対する考慮

火災に対する考慮

信頼性に対する考慮

電源の信頼性

冷却設備の性能

その他の設備の性能

耐震・耐津波性能

放射性物質の拡散抑制

意図的な航空機種突への対応

格納容器破損防止対策

炉心損傷防止対策
（複数の機器の故障を想定）
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３. シビアアクシデント時の炉心挙動
（BWR特有の挙動の可能性）
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• シビアアクシデントでは、適切な反応度制御や炉心冷却が安全設計で想定
された方法でできなくなり、炉心は高温になり著しく損傷する。

• 溶融した燃料からは放射性物質が放出されるとともに、多量の水素発生や
圧力容器の損傷等に至る。

シビアアクシデント時の現象



18原 子 炉

6 m

22 m

12 m

5 m
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BWR用燃料と制御棒

B4C

Hf

http://images.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=BWR%e3%80%80%e9%9b%86%e5%90%88%e4%bd%93&source=images&cd=&cad=rja&docid=BLLXL_BeQ0ZhhM&tbnid=auoax3lcGqoS2M:&ved=0CAUQjRw&url=http://www.rist.or.jp/atomica/data/fig_pict.php?Pict_No=02-03-01-02-05&ei=X-XlUZHuLMuikgX574DoAw&bvm=bv.49405654,d.dGI&psig=AFQjCNFifH4pcKth65_iaILsXz11nPxXOg&ust=1374107205182347
http://images.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=BWR%e3%80%80%e5%88%b6%e5%be%a1%e3%83%96%e3%83%ac%e3%83%bc%e3%83%89&source=images&cd=&cad=rja&docid=MhBC-r7ZuTh2CM&tbnid=R-Eu3BGYfKsFDM:&ved=0CAUQjRw&url=http://www.rist.or.jp/atomica/data/dat_detail.php?Title_Key=02-01-01-01&ei=IOblUeWADIOLkAXj24Ew&bvm=bv.49405654,d.dGI&psig=AFQjCNE03YuVZOJq-GPFcfv9VEYS-xWhUg&ust=1374107457306677
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BWR特有の炉心物質移行挙動の可能性

MAAPのモデル

MELCORのモデル

連続ドレン型

連続的落下の結果、下部
プレナムで一度クエンチ
され圧力容器破損は遅れ
る。
ペデスタル移行は緩慢。

TMI型

酸化物燃料を含む溶融
プールが形成され、圧力容
器破損は早期化。
ペデスタル移行は短時間で。

BWRは炉心下部に制御材やその挿入のための構造・スペースがあり、高温
化した炉心物質は溶融しなくとも連続的に落下してゆく可能性がある。
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MAAP-MELCOR Crosswalk研究(1)

福島第一原発事故後に1号機を対象として異なるモデル
から予測される結果の差とその要因を詳細に分析

比較の方法

解析体系やノード分割、崩壊熱などの解析条件をできる限り揃えて事象推移を比較

出典：R. Wachowiak, et al., “Modular Accident Analysis Program 

(MAAP) – MELCOR Crosswalk, Phase 1 Study”, Nov. 2014
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MAAP-MELCOR Crosswalk研究(2)

出典：R. Wachowiak, et al., “Modular Accident Analysis Program 

(MAAP) – MELCOR Crosswalk, Phase 1 Study”, Nov. 2014

MELCOR

En
er

gy
(J

)
En

er
gy

(J
)

崩壊熱

炉心からの対流除熱

炉心蓄熱 炉心からのふく射除熱

水素発生による
エネルギー

崩壊熱

炉心からの対流除熱

炉心蓄熱

炉心からのふく射除熱

MAAP 差分有

差分無

水素発生による
エネルギー

MAAP MELCOR

炉心からの除熱 小さい 大きい

炉心蓄熱
（崩壊熱-除熱量）

大きい 小さい

溶融プール できやすい できにくい

ガス温度 低い 高い

水素発生量 小さい 大きい

比較の結果（１）エネルギー配分の差
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MAAP-MELCOR Crosswalk研究(3)

出典：R. Wachowiak, et al., “Modular Accident Analysis Program 

(MAAP) – MELCOR Crosswalk, Phase 1 Study”, Nov. 2014

MAAP MELCOR

途中の炉心が崩壊していく過程の様相は大きく異なる。
MAAPは外周部まで溶融プールが拡がりやすく、
MELCORは外周部の燃料が残りやすい。

比較の結果（2）炉心温度分布の差
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MAAP-MELCOR Crosswalk研究(4)

出典：R. Wachowiak, et al., “Modular Accident Analysis Program 

(MAAP) – MELCOR Crosswalk, Phase 1 Study”, Nov. 2014

比較の結果（3）ペデスタルへのデブリ落下挙動の差

落下デブリ量 落下デブリの溶融状態 落下時間

MAAP
低圧シナリオ

100% ほぼ全溶融（顕熱100～200K） 5秒

MELCOR 100% 56％が固体デブリ
1850K-2100K(平均1975K)

4030秒

➢ 大量の溶融物が一気に噴き出すMAAPではライナーアタッ
クの可能性やペデスタル部での水平方向の拡がりが大きく
なると予想される。

➢ 固体主体のデブリが徐々に落下するMELCORではペデス
タル部での水平方向の拡がりは限定的と予想される。
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MAAP-MELCOR Crosswalk研究(5)

参考：R. Wachowiak, et al., “Modular Accident Analysis Program 

(MAAP) – MELCOR Crosswalk, Phase 1 Study”, Nov. 2014

MELCOR MAAP

「両モデルともに共通の既存試験データに基づくものであり、実規模での試験
データが無いことによる外挿時の不確かさがこのような差を生んでいる」

結果に差をもたらしているモデルの差

MAAP MELCOR

炉心高温化時のガ
ス透過性

なし
（粒子密度増加時に冷却
材流路が縮小）

あり
（粒子密度増加時に冷却
材流路が残留）

高温化炉心物質の
制御棒スペースを
通じた落下

なし あり

比較の結果（4）

主要な結論

後述のJAEAのプラズマ加熱試験はこの課題に対処
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４. シビアアクシデントの例



2727シビアアクシデントの事例

 １９７９年３月２８日
米国スリーマイル島原子力発電所
２号機の事故
＜冷却材喪失事故＞

 １９８６年４月２６日
旧ソ連チェルノブイリ発電所
４号機の事故
＜反応度事故＞

 ２０１１年３月１１日
福島第一原子力発電所
１～４号機の事故
＜冷却材喪失事故＞

WGAL.com



2828TMI-2での事故

R.K. McCardell, Nucl. Eng. Des. 118(1990) 441 

上部グリッド損傷

A1 冷却材入口

空洞

分散した炉心デブリ

クラスト

溶融物質

下部ヘッド
ルースデブリ

下部ヘッド
ハードデブリ

炉心計装案内管
の損傷

バッフル板に
開いた穴

バイパス領域内
面に溶融物質が
付着

上部炉心板の損傷

B2 冷却材入口

➢ 米国のスリーマイル島原発2号機

(PWR)で1979年3月28日に起きた

事故。機器の故障と人為的ミスが

いくつも重なり、圧力容器内から

冷却材が流失し、炉心の約3分の

2が露出する状態になった。

➢ 炉心中央上部で燃料集合体の溶

融が始まり、炉心の約45%（62t）

が溶融した。溶融物は集合体下

部で一旦固化したが、再び溶融し

約19tが圧力容器下部ヘッド上に

流れ落ちた。



2929TMI-2デブリの試験計画

➢ TMI-2 R&D計画（1980～1991年）

– 米国DOE、NRC、産業界がGEND計画を実施。日本は、産業界が中心となり
DOEとの共同研究（R&D計画）として参加。

– 事故の原因とシナリオを解明するため、除染及び損傷燃料の移動を含む
プラントの復旧、及び廃棄物処理技術の開発を実施。

➢ OECD/NEA/CSNIタスクとして、溶融炉心物質（デブリ）の試験と分析がアイダ
ホ国立研究所及び欧州のCSNIの参加国で実施。（～1992年）。

➢ TMI-2 Vessel Investigation Project （TMI-VIP)（1988～1993年）

– USNRC提案のOECD/NEA国際共同研究。高温の溶融物落下による圧力
容器下部ヘッドへの影響を評価することが目的。

– 圧力容器下部ヘッドの観察、容器から鋼材、ノズル、案内管の採取試料の試験、
容器の温度／応力の解析を行って損傷の程度と破損までの裕度を推定。

– 下部ヘッドに堆積したデブリの分析を日本も担当。他の炉心位置から採取した
デブリも含め約60個を日本に輸送(1991年)。日本原子力研究所（現日本原子力
研究開発機構）において各種分析を実施。

デブリの物理特性、化学組成、熱特性、FPガス放出に関するデータ取得。
＝炉心溶融進展の推定、ソースターム評価に対する基礎知見の提供



3030ボーリングによりTMI-2炉心から取り出した試料

C.S. Olsen, et al., Nuclear Technology, 87, No. 1, August 1989, pp. 57-.

(底部) 切株状燃料 下部クラスト

溶融プール領域 上部クラスト



3131溶融プールデブリの性質

上部グリッド損傷

A1 冷却材入口

空洞

分散した炉心デブリ

クラスト

溶融物質

下部ヘッド
ルースデブリ

下部ヘッド
ハードデブリ

炉心計装案内管
の損傷

バッフル板に
開いた穴

バイパス領域内
面に溶融物質が
付着

上部炉心板の損傷

B2 冷却材入口

溶融プールデブリ

• 溶融プール領域(直径約3 m, 中央部分
厚さ1.5 m ) は構造材、制御棒、燃料物質
の混合物で構成 (合計約 32700 kg)

• セラミックスと金属との混合物(主に鉄と
銀) 、セラミックスまたは金属の粒子が存在

• 最高温度は2700～3100K

• 炉心上部より金属が多い。

• 「クラスト」により囲まれている。
下部クラストは主にジルコニウム、銀、鉄。
上部クラストは主に鉄と銀。

R.K. McCardell, Nucl. Eng. Des. 118(1990) 441 



3232原子力機構におけるTMI-2デブリ分析

➢ 原子力科学研究所(旧原研東海)・燃料試験施設にて実施。

– 外観観察、重量測定、密度測定などの非破壊検査

– ミクロ組織観察、元素分析、気孔率測定、ガンマ線分析

（燃焼度、残留FP、UO2含有割合を評価）

– 模擬デブリを活用した熱拡散率、熱伝導率、比熱、熱膨張、
溶融温度といった熱特性の評価
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VIP-12A

10 mm
(U, Zr, O)

(Zr, U, O)

Metallic phase

10 mm

VIP-11A

下部ヘッドデブリの外観とミクロ組織の例



3434下部ヘッドデブリの断面ミクロ組織の例

サンプルNo.

VIP-10C
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５. 廃止措置に向けた取り組み
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福島第一原子力発電所の廃止措置

に向けたロードマップ
現時点での最新版は

2015年6月版

出典： http://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/pdf/20160317.pdf
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デブリ取り出し工法

出典： http://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/pdf/20160317.pdf
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内部調査の進捗（１）

出典 http://www.tepco.co.jp/nu/fukushima-np/handouts/2016/

images1/handouts_160317_06-j.pdf

出典： https://nuclear-news.net/2016/07/29/

fukushima-unit-2-muon-scan-inconclusive/

2016年3月～6月に2号機のミュオン測定
（透過法）を実施

圧力容器下部に密度の大きな領域
の存在を確認
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出典： http://www.tepco.co.jp/nu/fukushimanp/handouts/2017/images1/handouts_170216_11-j.pdf

2017年2月に2号機の圧力容器下部の観測を実施

グレーチングの一部に穴が開くなどの損傷を確認

内部調査の進捗（２）
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東京電力ホールディングス（株）HPより

3号機に対するミュオン測定を実施中

内部調査の進捗（３）



4141
福島第一廃炉・汚染水対策の役割分担

原子力損害賠償・廃炉等支援機構の取り組みと「戦略プラン」策定における基本的考え方
2015年1月７日, 原子力損害賠償・廃炉等支援機構

政 府 東京電力（廃炉推進カンパニー）

大方針の策定・進捗管理 廃炉の着実な実施

・中長期ロードマップの決定
・汚染水対策等の現下の課題の進捗管理

・使用済燃料プールからの燃料取りだし
・汚染水対策 (タンク増設、汚染水浄化、雨水対策等)
・ガレキ・廃棄物等の保管･管理
・安全品質確保 ・労働環境の改善 等

進捗管理

報告

原子力損害賠償・廃炉等支援機構

戦略策定と技術的支援
1. 中長期戦略の策定
2. 重要課題の進捗管理への技術的支援
3. 研究開発の企画と進捗管理
4. 国際連携の強化

報告 報告

重要課題
の提示

助言
指導

原子力規制委員会

安全規制

報告
申請

安全
規制

主に 国際廃炉研究開発機構（IRID）
日本原子力研究開発機構（JAEA）等

研究開発の実施

事業予算
の交付

進捗状況
課題の共有



4242取り組みの状況 http://www.tepco.co.jp/nu/fukushima-np/roadmap/2017/images1/d170525_05-j.pdf
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６. 福島第一原発における事故進展
及び炉内状況の推定に関する研究
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燃料デブリ取り出しのための技術課題

• 線量低減（除染）技術の開発

• 炉内状況把握（評価技術の精度向上）

何が起こったのか。現在はどうなっているのか。

• 格納容器漏えい調査・補修技術の開発

• 格納容器/圧力容器の補修・水張り技術の開発

• 格納容器調査/炉内調査・サンプリング技術の開発

• 燃料デブリ特性の把握

どんなデブリができているのか。

• 燃料デブリ取り出し技術の開発

• 燃料デブリ臨界管理技術の開発

再臨界の検出や防止をどう行うのか。

• 燃料デブリに係わる計量管理方策の構築

• 燃料デブリの安定保管、処理、処分のための技術開発



45国際廃炉研究開発機構（ＩＲＩＤ）

＜役割＞

– 将来の廃炉に必要な技術及び関連技術の涵養・蓄積並びに
高度化

– 当面は、緊急課題である福島第一原子力発電所の廃炉に向
けた技術の研究開発

＜事業内容＞

– 廃止措置に関する研究開発

– 廃止措置に関する国内外の関係機関との協力の推進

– 研究開発に関する人材育成

＜組合員： １８法人＞

– 日本原子力研究開発機構、産業技術総合研究所、東芝、日立
ＧＥ、三菱重工業、アトックス、北海道電力、東北電力、東京電
力、中部電力、北陸電力、関西電力、中国電力、四国電力、九
州電力、日本原子力発電、電源開発、日本原燃

http://irid.or.jp/
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IRIDにおける廃炉に向けた研究開発

中長期ロードマップで示された「取り組むべき重要課題」に基づき、

以下の３分野で研究開発を実施

１．使用済燃料プール燃料取出しに係る研究開発
• 使用済燃料プールから取り出した燃料集合体の長期健全性評価

２．燃料デブリ取り出し準備に係る研究開発
• 原子炉建屋内の遠隔除染技術の開発

• 原子炉格納容器漏えい個所の補修・止水技術の開発及び実規模試験

• 格納容器内部調査技術の開発 ・ 圧力容器内部調査技術の開発

• 事故進展解析及び実機データ等による炉内状況把握の高度化

• 原子炉内燃料デブリ検知技術の開発

• 燃料デブリ・炉内構造物取り出しの基盤技術開発及び工法・システムの高度化

• 燃料デブリ収納・移送・保管技術の開発

• 圧力容器／格納容器の健全性評価技術の開発

• 燃料デブリの臨界管理技術の開発 ・ 燃料デブリの性状把握

３．放射性廃棄物の処理・処分に係る研究開発
• 固体廃棄物処理・処分技術の開発 http://irid.or.jp/



47JAEAにおける廃止措置への取り組み

福島研究開発部門
• 福島研究基礎創成センター
• 廃炉国際共同研究センター
• 福島技術開発試験部（東海、大洗）

• 福島環境安全センター

機構外連携
• 東京電力、IRID、NDF

• 福島県、環境省
• 米、仏、OECD/NEA等
との国際協力

JAEA内連携
• 原子力基礎工学研究センター
• 安全研究センター
• 量子ビーム応用研究センター
• 高崎量子応用研究所
• 大洗研究開発センター、等

楢葉遠隔技術開発センター(H27~)

大熊放射性物質分析・研究センター(H29~)

目標：JAEAを中核とした国際的な研究開発拠

点を構築し、国内外の大学、研究機関、
産業界等の人材が交流するネットワーク
を形成、産学官による研究開発と人材育
成を一体的に進める体制を構築する。

廃炉国際共同研究センター（CLADS)

• 廃棄物処理処分ディビジョン

汚染水処理、保管容器健全性、放射性廃棄物の
性状把握、長期保管及び処理・処分技術の開発

• 燃料デブリ取り扱い・分析ディビジョン

燃料デブリの分析技術、燃料デブリや汚染核種
による線量評価や計量管理の技術、燃料デブリ
の特性把握及び取出しのための処置技術の開発

• 事故進展挙動評価ディビジョン

過酷事故における核分裂生成核種の吸脱着挙動
等の解析研究、溶融燃料・構造材等の流動挙動
の解析研究
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燃料からのFP放出等
（ソースターム）

燃料の損傷・溶融・
下部プレナム移行

圧力容器下部ヘッドの
破損と炉心物質のペデス
タルへの移行

事故進展評価において極めて重要であるが、
不確さの大きな現象

ペデスタルに落下した炉
心物質とコンクリート床
との相互作用（MCCI）

BWR特有の事故進展や
炉心物質挙動の可能性
を考慮した評価が必要



4949JAEAにおけるR&D例(1)

ステンレス鋼へのセシウム付着挙動の研究



50JAEAにおけるR&D例(2) 

WM2016 Symposia及び ICONE-24より

これまでに予
備試験を実
施し、試験技
術を確立

H28に試験を実施

現状での不確かさ

プラズマ加熱実験によりBWR体系での炉心物質溶融・移行挙動を調べる（1/2)

この不確かさの解明のため
に非移行型プラズマトーチ
による加熱試験を計画
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試験体

プラズマトーチ

観察窓

1m

加熱中
加熱前

冷却後試験体上部の映像

✓ 制御棒ブレードやチャネルボックスが溶融崩落しても燃
料は柱状に残留

✓ 閉塞はなく、試験体上下は気相空間で連結

◆プラズマ加熱で模擬燃料集合体の部分的な溶融を
実現し、プラズマ加熱技術の適用性を確認
◆実機炉心下部の大きな温度勾配を実現し、BWR体
系での炉心溶融・移行挙動の基本データを取得した。

これまでの成果

試験体下部の映像

実機想定

制御棒ブレード
下部を主体に溶
融物が落下

この成果は、経済産業省／廃炉・汚染水対策事業費補助金（総合的な炉内状況把握の高度化）により得られたものです。

JAEA廃炉国際共同研究センター富岡地区開所式（2017.4.23)公開パネルより作成

JAEAにおけるR&D例(2) 

プラズマ加熱実験によりBWR体系での炉心物質溶融・移行挙動を調べる（2/2)



5252JAEAにおけるR&D例(3)

炉心物質溶融・移行挙動の詳細評価モデル(JUPITER)の開発・適用

炉心下部での溶融物移行挙動（数十cmスケール）

CR溶融物 溶融燃料

52

炉心部分

• 解析モデル要素毎のVerification

• 既存実験解析 によるValidation （CEAでの
VULCANO実験、エネ庁受託研究での簡略模
擬構造物中溶融物移行実験）

V&V

• 新しい手法の開発により大幅な高速化
を実現

• 数m〜十数mスケールの大規模計算の
見通しを得た

• 炉心領域から下部プレナムへの一貫し
た溶融移行挙動解析に目処

各種要素モデルの構築・高度化

• UO2-Zry及びSS-B4Cの液相形成モデルの
構築・高度化を実施

• 輻射伝熱モデルの導入
• 水-Zr反応モデルの導入

などのモデルの物理化学的に正しい知見に基
づく高度化を実施中

これらの実施項目組み合わせ、高度化を促進し、
溶融物進展過程の不確かさ低減に貢献。

実機炉内構造物への適用（予備解析）



53JAEAにおけるR&D例(4)

圧力容器詳細変形･破損解析モデル構築

溶接部を考慮した詳細解析モデル

目的
BWR圧力容器の破損挙動等を予測する詳細変形･破損解析モデルを構築し、
熱流動・構造連成解析を実施する。

スタブチューブ

モデル 温度分布（解析結果）

制御棒案内管

圧力容器

溶融物

堆積した溶融燃料による圧力容器下部ヘッドへの
熱影響解析の例



54福島第一原子力発電所における事故の解析に関する
ベンチマーク（OECD/NEA（BSAF)プロジェクト）

目的
国内外の専門家の叡智を結集して事象進展及び炉内状況に関する知見を
得る。また、各国のシビアアクシデント解析手法・解析コードの高度化に関し
国際貢献をする。

参加国
米、仏、独、韓、ロ、スペイン、スイス、日本

F. Nagase, et al., NURETH -16, 2015
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７. 燃料デブリの取り出し技術に関する研究
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デブリ取り出し等の技術開発に必要なデブリ特性把握

（MCCI生成物）

（軽微破損燃料）

１F炉心状況の推定図

（閉塞物)
（燃料デブリ）

デブリの処置 一時保管

デブリ取出し

（取出し冶具例）

TMI-2 燃料取出し状況

処置技術検討
（保管・処分・処理）

取出し工法・
工具等の検討

保管方法・
容器等の検討

燃料デブリの特性把握
・処置技術開発 PJ

デブリ
特性情報

デブリ
処置技術

反映

反映

反映

臨界安
全管理

計量管理
の検討



57取り出し等の検討に必要なデブリ特性

関連する成果等については下記等を参照されたい。
http://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/pdf/140627/140627_01_038.pdf


